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拉致問題の早期解決について 

 

 北朝鮮は、これまで核実験や相次ぐ弾道ミサイルの発射など国際

社会に対する威嚇を続けてきましたが、国連安保理など国際社会か

らの厳しい圧力を受け、今年２月に韓国で開催された平昌オリンピ

ックを契機に対話路線に転換し、体制の保証を求め、中国、韓国及

び米国と相次いで首脳会談を開催してきています。 

その一方で、拉致問題については、北朝鮮は「既に解決済み」と

の主張を繰り返し、ストックホルム合意以降進展が見られておりま

せん。 

昨年１２月には拉致被害者のご家族が相次いで逝去されるなど拉

致被害者等やそのご家族もご高齢となっており、もはや一刻の猶予

も許されません。 

また、家族会並びに救う会からは、「今年中の全ての拉致被害者の

救出」が強く求められております。 

このような状況の中、６月 12 日には米朝首脳会談が行われ、トラ

ンプ大統領が金正恩委員長に対して拉致問題を提起した旨表明され

ましたが、拉致問題は、最終的には日朝首脳間の直接対話によって

解決しなければならない問題です。 

日本国民を救出することができるのは日本国政府しかありませ

ん。 

政府においては、米国、韓国、中国、ロシアをはじめ国際社会と

連携を図り、「対話と圧力」、「行動対行動」の原則の下、最優先課題

である拉致問題に主体的に取り組み、一刻も早く全ての拉致被害者

等の帰国を実現して欲しいというご家族の声に応えるよう、次の事

項について適切な措置を講ずるよう要望いたします。 



 

 

記 

 

１．国際社会と緊密な連携の下、北朝鮮への圧力を継続しつつ、北

朝鮮の「拉致問題は解決済み」との立場を崩し交渉のテーブルに

就かせるための粘り強い交渉を行い、日朝首脳会談の実現を見据

え、目に見える形で具体的な成果を早期に出すこと。 

 

２．日朝首脳会談の開催時期については、全ての拉致被害者等の帰

国実現が期待できる局面で開催するよう交渉していくこと。 

  また、拉致問題が解決しない限り国交正常化や経済支援を行わ

ないとの方針を堅持すること。 

 

３．米国及び韓国と連携し、両国が北朝鮮と個別協議を行う際には、

引き続き拉致問題を議題として取り上げるよう働きかけること。 

 

４．拉致被害者等の所在地情報等を把握し、朝鮮半島有事の際には、

拉致被害者等の救出及び安全確保にあらゆる手立てを尽くすこ

と。 

 

５．北朝鮮による拉致の疑いがある方々についての調査・事実確認

を引き続き徹底して行い、拉致の事実が確認され次第、被害者と

して認定すること。 
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